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令和７年度西興部村簡易水道事業報告書 
 
１ 概 況 
（１）総括事項 
  令和７年度における西興部村簡易水道事業の主な事業としては、安全な水道水を安定して供給するため、浄水場内の流量計の更新を実施

したほか、水道施設の適正かつ効率的な維持管理に取り組んで参りました。 
 

（業務の状況） 
  令和７年度末時点の給水人口は 891 人であり、前年度に対して 2 人の減となりました。年間総配水量は 300,169 ㎥、年間総有収水量

206,327 ㎥で、有収率は 68.7％となりました。また、簡易水道の普及でありますが、簡易水道区域内人口 893 人に対する普及率は 99.8％
となっております。 

 
 （経営の状況） 

損益は、収益的収入総額 81,423,182 円（税抜き 78,522,060 円）に対して収益的支出総額 80,903,081 円（税抜き 78,247,807 円）となり、
収益的収入支出の差引額 520,101 円（税抜き当年度純利益 274,253 円）の計上となりました。 

資本的収支では、流量計更新工事等の建設改良費及び企業債償還金の資本的支出総額は 50,889,775 円となり、これらの財源としての他
会計補助金等の資本的収入総額は 31,300,000 円でありました。 

これにより資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 19,589,775 円は、「過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額」376,000
円、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額」350,000 円及び「当年度分損益勘定留保資金」18,863,775 円で補てんしました。 

   
 
 
 



（2）経営指標に関する事項 
 令和７年度における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、100.3％となり、健全経営の水準とされる 100％を上回っ
ています。また、使用料水準の妥当性を示す経費回収率は、46.2％となりましたが、数値が 100％を下回っており、使用料以外の収入によ
って賄われている状況となっております。 
  

（経営指標の推移） 
区    分 令和７年度 令和６年度 令和５年度 

経常収支比率 
（経常収益/経常費用×100） 

 
100.3％ 

   
101.9％ 

― 

経費回収率 
（供給単価/給水原価×100） 

 
46.2％ 

 
38.9％ 

― 

有形固定資産減価償却率 
有形固定資産減価償却累計額 
有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価  

 
 

14.5％ 

 
 

8.4% 
― 

 
〇給水量 1 ㎥当たりの供給単価 
        水道使用料（23,988,020 円） 
        年間総有収水量（206,327 ㎥） 
 
〇給水量 1 ㎥当たりの給水原価 
        総費用（78,247,807 円）―｛特別損失（0 円）｝―長期前受金戻入（26,450,299 円）  
                        年間総有収水量（206,327 ㎥） 

×100 

令和７年度＝ ＝116 円 

令和７年度＝ ＝251 円 



 
 
（3）議会議決事項 

議 案 番 号 件  名 提 出 年 月 日 議 決 年 月 日 

議案第５号 令和７年度西興部村簡易水道事業会
計補正予算案について 令和 7 年 6 月 6 日 令和 7 年 6 月 6 日 

認定第５号 令和６年度西興部村簡易水道事業会
計の決算認定について 令和７年 9 月 17 日 令和 7 年 9 月 17 日 

議案第１１号 令和７年度西興部村簡易水道事業会
計補正予算案について 令和７年 9 月 17 日 令和７年 9 月 17 日 

議案第１２号 令和７年度西興部村簡易水道事業会
計補正予算案について 令和 7 年 12 月 12 日 令和 7 年 12 月 12 日 

議案第５号 令和７年度西興部村簡易水道事業会
計補正予算案について 令和８年 3 月 11 日 令和８年 3 月 11 日 

議案第２５号 令和８年度西興部村簡易水道事業会
計予算案について 令和８年 3 月 11 日 令和８年 3 月 12 日 

 
（4）行政官庁認可事項 
  該当事項ありません。 
 
 
 
 
 
 



 
 
（5）職員に関する事項 

                          （令和８年 3 月 31 日現在） 
区分 
 

企業職員 備考 
 事務 技術 計 

産業建設課 課長     
主任技師     
係長 （1） 1 1 （）書きは併任発令 
係     
会計年度任用職員 2  2 水道メーター検針員 

合計 2 1 3  
※人件費の予算計上している職員のみ記載 
 
（6）料金その他供給条件の改定、変更の関する事項 
  該当事項ありません。 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
2 工事及び委託 

（1） 建設工事の概況 
（単位：円 税込） 

契 約 名 称 契 約 金 額 契 約 業 者 内 容 

西興部地区配水管布設工事 1,738,000  (株)菅原設備工業 配水管布設工事 

 
（2） 改良工事の概況（設計も含む） 

                                            （単位：円 税込） 
契 約 名 称 契 約 金 額 契 約 業 者 内 容 

消火栓更新工事 3,949,000  (株)マルコウ 消火栓 4 基の更新 

流量計更新工事 4,983,000  新栄クリエイト(株) 流量計 2 基の更新 

スマートメーター設置工事 1,683,000  (株)マルコウ 13φ:14 基、20φ:1 基、25φ:1 基、40φ:3 基  計 19 基 

道路占用物件基礎調査委託業務 1,837,000  (株)中神土木設計事務所 国道占用物件に該当するかの調査業務 

 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

（3） 保存工事の概況   
                                                                                      (単位：円 税込) 
契 約 名 称 契 約 金 額 契 約 業 者 内 容 

検満メーター取替工事 5,027,000  (株)マルコウ 13φ:58 基、20φ:1 基、30φ:1 基、40φ:4 基  計 64 基 

浄水場内機器点検委託業務 2,123,000  新栄クリエイト(株) 村内全水道施設の点検 

膜ろ過装置洗浄委託業務 1,419,000  新栄クリエイト(株) 浄水場膜ろ過装置３基の洗浄 

 
（4） 計画策定等の概況 

                                                                                     (単位：円 税込) 
契 約 名 称 契 約 金 額 契 約 業 者 内 容 

経営戦略策定委託業務 6,600,000  (株)日水コン北海道支所 水需要予測・料金収入の見通し、経営の基本方針、投資・財

政計画について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
3 業務 
（1） 業務量 

区 分 令和７年度 令和６年度 令和５年度 備 考 
総人口（人）          932 937 958  
簡易水道区域内人口（人）   A 893 895 919  
給水人口（人） B 891 893 917  
給水戸数（戸）  608 608 613  
普及率（％）    B/A 99.8 99.8 99.8  
1 日配水能力（㎥）      C 1,100 1,100 1,100  
年間総配水量（㎥） D 300,169 304,616 313,031  
年間総有収水量（㎥） E 206,327 210,885 219,078  
年間有収率（％） E/Ｄ 68.7 69.2 70.0  
1 日最大配水量（㎥） Ｆ 1,028 1,029 1,065  
1 日平均配水量（㎥） Ｇ 822 835 855  
施設利用率（％） Ｇ/Ｃ 74.7 75.9 77.7  
最大稼働率（％） Ｆ/Ｃ 93.5 93.5 96.8  
負荷率（％） Ｇ/Ｆ 80.0 81.1 80.3  

 
 
 
 



 
 

（2）事業収益に関する事項   
            （単位：円 税抜） 

区分 令和７年度 令和６年度 前年度対比 
増減 増減率 

水道事業収益 78,522,060  94,806,365 △16,284,305 △17.2% 
1 営業収益 24,004,620 24,674,243 △669,623 △2.7% 
(1) 水道使用料 23,988,020 24,571,943 △583,923 △2.4% 
(2)その他営業収益 16,600 102,300 △85,700 △83.8% 
2 営業外収益 54,467,912 70,038,923 △15,571,011 △22.2% 
(1)受取利息及び配当金 12,332 1,844 10,488 568.8% 
(2)他会計負担金 6,233,000 364,968 5,868,032 1607.8% 
(3)他会計補助金 21,772,281 40,231,245 △18,458,964 △45.9% 
(4)長期前受金戻入 26,450,299 29,440,866 △2,990,567 △10.2% 
3 特別利益 49,528 93,199 △43,671 △46.9% 
(1)その他特別利益 49,528 93,199 △43,671 △46.9% 

 
 
 
 
 
 



 
 
（3）事業費用に関する事項 

                （単位：円 税抜） 
区分 令和７年度 令和６年度 前年度対比 

増減 増減率 
水道事業費用 78,247,807 94,406,912 △16,159,105 △17.1% 
1 営業費用 76,705,272 92,034,118 △15,328,846 △16.7% 
（1）原水及び浄水費 13,033,860 12,307,771 726,089 5.9% 
（2）配水及び給水費 5,505,363 4,980,318 525,045 10.5% 
（3）業務費 958,291 548,354 409,937 74.8% 
（4）総係費 11,544,178 5,390,564 6,153,614 114.2% 
（5）減価償却費 45,088,441 68,442,994 △23,354,553 △34.1% 
（6）資産減耗費 575,139 364,117 211,022 58.0% 
2 営業外費用 1,542,535 915,254 627,281 68.5% 
（1）支払利息 498,383 720,751 △222,368 △30.9% 
（2）消費税及び地方消費税 0 54,500 △54,500 △100.0% 
（3）雑支出 1,044,152 140,003 904,149 645.8% 
3 特別損失 0 1,457,540 △1,457,540 △100.0% 
（1）その他特別損失 0 1,457,540 △1,457,540 △100.0% 

 
 
 



 
 
（4）性質別費用の構成 

（単位：円 税抜） 
項目 令和７年度     令和６年度     

職
員
給
与
費 

 給料 2,139,150 2,187,750 
手当 1,085,802 1,141,412 
報酬 175,253 177,754 
法定福利費 686,563 637,376 

支払利息 498,383 720,751 
減価償却費 45,088,441 68,442,994 
光熱水費 7,415,701 7,428,451 
修繕費 182,610 119,555 
通信運搬費 120,312 116,748 
薬品費 1,323,110 1,201,590 
委託料 10,347,900 4,127,400 
負担金 10,409 9,603 
その他 9,174,173 6,637,988 
合計 78,247,807 92,949,372 

 ※特別損失は含めない。 
 
 
 



 
 

（5）その他主要な事項 
 ア 水道使用料滞納繰越調書 

          （単位：円 税込） 
区分 調定額 収入済額 不納欠損 未収金 
現年度 26,383,175 26,303,845 0 79,330 

 
（単位：円 税込） 

区分 未収金発生額 収入済額 不納欠損 未収金 
過年度 59,555 44,115 0 15,440 
 
（年度別内訳）                        （単位：円 税込） 

年度 件数 未収金 備考 
令和 6 年度 １件 15,440  
令和７年度 18 件 79,330       

 
4 会計 
（1）重要契約の要旨（100 万円以上） 

「2 工事及び委託」にて記載済みのため省略 
 
 
 



 
 
（2）企業債及び一時借入金の概況 
 ア 企業債 
                                         （単位：円） 

種 類 借 入 先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高 

簡易水道事業   

財務省 
財政融資資金 

149,840,856 0  23,141,786  126,699,070  

地方公共団体 
金融機構 

144,016,238 0  12,537,989  131,478,249  

備荒資金組合 
市場公募債 

8,710,000  0  1,020,000  7,690,000  

合計 302,567,094  0  36,699,775  265,867,319  

※本年度における企業債残高に係る利息償還額 498,383 円 

 
イ 一時借入金 

  該当事項ありません。 
 
5 附帯事項 
 該当事項ありません。 
 
 
 
 
 



 
 
6 その他 
（1） 決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事実 

該当事項ありません。 
 
（2） 他会計負担金等の使途について 
ア 一般会計負担金等の使途について（収益的収入） 
 ・一般会計負担金 6,233,000 円については、4,913,984 円を企業債支払利息（特定収入以外）及び人件費（特定収入以外）に充当しました。

残りの 1,319,016 円については、委託料（特定収入）に充当しました。 
 ・一般会計補助金 2,559,000 円については、工事請負費（特定収入）に充当しました。 
 ・減価償却費充当分補助金 19,213,281 円については、減価償却費（特定収入以外）及び資産減耗費（特定収入以外）に充当しました。 
 
イ 一般会計負担金等の使途について（資本的収入） 
 ・一般会計負担金 10,272,000 円については、課税仕入れの財源として発行した企業債の償還元金（特定収入）に充当しました。 

・一般会計補助金 21,028,000 円については、課税仕入れの財源として発行した企業債の償還元金（特定収入）に充当しました。 


